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規格競争 と米国の標準化政策
田 村 老 司
は じ め.に
日米 欧各 国政府 はマルチ メデ ィアを次世代 の リ「デ ィング産業 と して創 出す
るために,マ ルチメディア分野での標準化政策 を重要課題 と して位置づ けてい
る。 なぜ なら,マ ルチ メデ.イアの発展 のた やには各種 ネ ットワー ク問で の相左
運 用煙(interoperability")が確 保 され るよ うな標準規 格2,の設定 が必 要 とさ
れ るた めであ る。
標準規格 には大別 して,事 実 ヒの標 準(defactostandard,以下では デブ.ア
ク トス タ ンダー ドと記述す る)と 公 的 な標準(dejurestandard,以下ではデ
ジュアス タンダー ドと記述す る)の2つ があ る。前者 は 市場で の企業間競争の
中か ら生 じる標準規格で あ り,後 者は標準 化機関によって設定 され る標準規格
であ る%
従来,標 準化政策 はデジュァス タンダー ドが必要 とされ る分野,例 えば放送,
通信 な どにおいて行使 されて きた。 そ して,こ れ らの分野では,デ ジュアス タ










場での企 業間競争 の結果 を受 けてデ ジュアスタンダー ドを設定す るとい う変化
が見 られ る。つま り,標 準化政策に競争原理が活用 されてお り,デ フ ァク トス
タ ンダー ドとデ ジュアス タンダー ドの境界が曖昧にな って きているのであ る%
私は,こ うした変化 の経済的意味 を分析す ることが肝 要で あると考 えてい る。
第1.に,近年,デ ファク トス タンダー ドをめ ぐる企業問の規格競争が マルチ メ
デ ィア分野 に溶いて活発化 してい るためであ る。第2に,こ う した変化が1980
年代 以降の規制緩和 の潮流 と符合 してい ると思われるためである。
そ こで,上 述の課 題 に応 えるた め に,次 世代 テ レビで あ るHDTV(High
DefinitionTV:高品位 テ レビ)で の米 国の標 準化 政策 を分析対 象 として取 り
.上 げたい。 とい うのは,そ れが,デ ジュアス タンダー ドが設定 され てきた テレ
ビ放送分 野 において競争原理 を活用 した世界で初めての事例で あるか らであ る。
HDTVで の米 国の政策展開 は大別すれ ば,次 の2つ の段 階に分 け られ る。第
1は,日 本 のHDTVシ ステムであ るハ イビジ ョン昏の支持か ら独 自規格開発
へ と政策転換 を行 った段階であ る。第2は,競 争原理を活用す るこ とを通 じて
標準規格設定を行 った段 階で ある。本稿では,第1段 階を分析す ることにした
いo.
.1日 米欧 メーカー間のHDTV開 発競争
1日 本テレビメーカーのハイビジョン開発
HDTVの 開発 に世界でいち早 く着手 したのは 日本 テ レビメー カーであ った。
松下電器産業,ソ ニー,三 菱電機,東 芝,シ ャー プ,日 立製作所,三 洋電気,
日本 ビクター,パ イオニ ア,富 士通 ゼネラル,日 本電気な ど主 要メーカーは,
NHKの キ導 の下で1970年代後半か ら開発 を行 いは じめた。 このHDTVシ ス
テムはハ イ ビジ ョンと呼ばれる。
日本 メー カー はNHKの 先進 的な研究 開発の成果を取 り込み,ハ イ ビジ ョン
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NHKが 衛星放送用帯域圧縮技術MUSEを 開発 ・発表。
HDTVの愛称を 「ハイビジョン」と決定。
つ くば科学万博においてMUSEに よる実験放送を実施。
(出所}『 ハイ ビジョン年鑑』各年版 よ り作成.
Kの 研究 開発の成果を共同技術研究 を通 じて吸収 し,製 品化 を進 め.るとい うも
ので あ り,ハ イビジョンも白黒 ・カラー テレビの場合 と同様であ った。 しか し,
ハ イビジ ョンではNHKの 主導性が よ りきわだ ってお り,日 本 メー カーが開発,
製品化を進める上で決定的 な役割を果た した。表1に み られ るように,NHK
は カラーテ レビが本格的 に普及 しは じめたユ960年代か ら次世代テ レビの検討 を
開始 し,1985年にはハ イ.ビジ ョンを一応 の トータルシス テムとして完 成させ て
いる。
こうして日本 メー カーは1980年代半ば に,.世界で最 も技術的に先進 的で実用.
化 に近いハ イビジ ョンシステムを完成 させ,1987年に主要メーカー,NHK,
屁放各局か ら構 成されるBTA(放 送技術開発協議 会}が 国内標準規格 と して
ハ イビジ ョンの採用 を決定 した ことを受けて,当 面,映 像 ・公共分野での実用
化 を開始 した『}。
1980年代 の成長製品であ ったVTR需 要の伸 び悩み,低 賃金労働力 を武器 と
す る韓 国,台 湾 などNIESメ ー カーの競争 力向上 とい う競争環境 の下で,V
TRに 代 わ る新製 品を開発す る必要 に迫 られ ていた 日本 メー カーは,ハ イ ビ
ジ ョンを1990年代におけ る大型家電製品と して位置づ けていた。その理 由は第
1に,現 行 テ レビに代替する放送用受像機 と しての民生分野 の需 要だ けで はな.
5)浅 虫分野の普及につ いて は,放 送衛星BS-3が打 ち上 げられ,ハ イ ビジ ョン放送が始ま る1990
年まで は困難で あったた め,日 本メー カーは映像 ・公 共分 野か ら実用化を開始 した(「立ち上が
るかハイ ビジョン,まず産業応用か ら」 『日経エ レク トロニ クス」No.403,1988年10月ヨ日〉。
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く,そ の高画質 を活用 した映画,博 物映像,画 像デー タベースな どの映像分野
や医療,教 育,印 刷 な どの公共分野での需要 も見込まれていたか らである。 第
2に,欧 米 メー カーか ら関連技術 を導 入 して製品化を進めた従 来のテ レビ ・V
TRと は異 な り,日 本独 自の技術 に基づ く家電製品であ ったか らである。
郵 政省 と通産省 は,ハ イビジ ョンには大規模な需要が見込 まれ5},内需拡大
に寄与す る との判断か ら,普 及 ・R&D等 の支援措置 を講 じた。普及支援策 と.
.して郵政省 はハ イビジ ョンシテ ィ構想,通 産省 はハ イビジ ョンコ ミュニテ ィ構
想 を打 ち出 し7〕,R&D支援 策 と して郵 政省 は プロジェクシ ョンデ ィスプ レイ
開発,通 産省 はフラ ットパ ネルデ ィス プレイ開発 に資金援助を行 った。そg他,








欧州ではEC委 員会が1986年6月に,ト ム ソン(仏),フ ィリップス(蘭),
'
ボ ッシュ(独),ソ ー ンEMI(英)の 主要 メーカー4社 の提案 を受 けて,欧
州独 自のHDTVシ ステ ム開発を 目指 したユー レカ95プロジェク トを開始 した。
ユー レカ(欧 州先端技術 共同開発計画)と は,米 国 レー ガン政権 の5DI構 想
.に対抗 して欧州エ レク トロニ クスメー カーの技術 力強化 のために1985年か ら開
始 された計画 であ り茜,,HDTV開発 は この計 画の 一.一環 と して行 われ るこ とに
6).郵政省は 「ハイ ビジョンの推進 に関す る懇談会」.答申(1987年)で200041にば3兆4000億円.
通産省は 「HDTVの将 来展望 に関す る調査研究会」(1987年)で2000年には5兆 円強の需
要 を見込んでいた 〔志賀信夫 ・沼野芳脩編著 「ハ イビジ ョン ・ソフ ト入門上 日本放送 出版協会,
1988年,3-6ペー ジ)。
7>郵 政省のハ イビジ ョンシテ ィ構想 とは 「ハ イビジョンを都 市の生活空 間に導 入し活気 と潤い に
あふれた先進都市を構 築 し,魅 力ある地域づ くりを目指す先進的 プロ ジェク トで ある。全国の都
市 の中か ら普及拠点 となるべ きモデル都市 を選定 し,そ こへのハイ ビジ ョンの優 先的導入がハ イ
ビジ ョンの全 国的な普 及を促進す る もの と期 待され.てい る」。 通産省 のハ イビジ ョンコ ミュニ
ティ構想 もハ イビジョンシテ ィ構 醤 とほぼ同様の趣 旨であ り,「ハ イビジョンを活用 して地域社
会 の活性化,情 報化を図る 自治体 に対 しモデル地域 に指定 し,様 々な支援や指 導を行 い,計 画の
実現 化を推進 するこ とを目的 としてい る」(「ハ イビ ジョン年X1995年版」編集 委員会rハ イビ
ジ 日ン年鑑1995jニュー メデ ィア,1995年,142-145ページ)。
8)ユ ー レカ計画 の特徴は.情 報,マ イクロエ レク トロニ クス.電 気題信,ロ ボ ッ ト,自動制御、
レーザ ー,新 素材,医 療,バ イ オ,運 輸 システム,環 境 技術 な ど幅広い技術 を対象 とし,商/
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なった。欧州独 自のHDTVシ ステムは一般 にユー レカと呼 ばれ る。
.上記4社 の他 にシーメ ンス(独),GEC(英),ノ キァ(フ ィンラン ド)な
どエ レク トロ.ニクスメー ヵ一,BBC(英),RAI(伊)な ど放送 局,.大
学 ・研 究所か ら40機関が参加す るこの プロジェク トでは,1990ま で に3億
6000万ドルが 投資 され,ハ イ ビジ.ヨ'ン開発 に参加す るメー カー,つ ま り日本
メーカー にはユ」 レカの製造特許 を譲 渡 しない とい う政策が採 られた.。そ して
.1990年7月にはユー レカ95プロジェク トは第2段 階 に入 り,1995年まで の実用
化 を目指 して,さ らに6億 ドルが投資 され ることにな った。
欧州 メーカーがユー レカ開発 に着手 した理由は,1980年代前半 の日欧VTR
摩擦に引 き続いて,VTR以 後の大型家電製品 として期待され るHDTVに お
いて も日本 メーカーに欧州市場を奪われ る.ので はないか とい う危機 感 を抱 いた
ためで ある。 そのた めユ ーレカ開発は急速 に進 められ,1988年10月にはIBC
(国際放送展)に おいて本格的 なシステムが展 示され るに至 った。そ の後 も,.
1992年召)バルセ曽ナ 才リンピックに合わせ て実験放送 を行 うことを 目標 に開発
が進め られ てい ったD
3米 国ハイテク産業のHDTV開発要求 と産業政策論争
.米国では1989年5月に,米 国籍企業のみで構成 され るAEA(米 国エ レク ト
ロニクズ協 会)が,米 国籍 メー カー によ るHDTV開 発 を 目的 と したHDTV
開発計画 を公表 したQそ の 内容 は第1に,基 礎 技術の 開発の ために国 防省 の
DAPPA(国 防高度研 究開発局)を 通 じて年 間1億 ドルを90会計年度か ら3年
間継続 して支 出す ること。第2に,標 準設定のため商務省 のNIST(国 家技術
標準 院)に50⑪0万ドルを支 出す る こと。第3に,民 間企業の投 資を促進 するた
めの直接融資お よび融資保 証に各5億 ドルを支出す ること。第4.に,産業界 ・.
政府 ・学界か ら構成 され るATV公 社 を設立す る.こと。 この機関 はHDTV産
、業ペースに沿った開発 を行 うところにあ った(林 悼史 ・菰 田文男編 『技術革新 と現代世界経済』
ミネルヴ ァ書房,1993年,147ページ}。
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業全般の発展 の指 導,HDTV関 連技術 のライセ ンス所有,政 府融資 ・保証 の
実施,ダ ン ピ7グ の認 定 ・救 済,HDTV普 及 のためのマー ケテ ィ ング活動 な
どを 目的 とした もので ある。第5に,参 加企業 間の共 同製 品開発のために独 占
禁 止法の改正 を司法省.に要求す ること,で あった。 この計画は ブ ッシュ共和党
政権に産業政 策些〕の発動を求める ことを意味 していた。
AEAば 次gよ うに主張 して,産 業 政 策 の発動 を要求 した ので あ った。
.HDTVの 基盤技 術 には高解像 度 ディスプ レイ,デ ジタル信号 処理回路 など コ
ンピュータと共通す る技術 が含まれ,コ ンピ ュー タ,通 信,半 導体 な どハ イテ
ク分野への波及効果が あ るため,HDTV市 場 を日欧.メー カ ーに支配 され るな
.らぼ,そ れ は単に民生用電子機器分野だ けで はな く,米 国ハイテ ク産業全般の
国際競 争力 を低下 させ る ことになる。 そこで,米 国籍 メー カーに よるHDTV
開発が必要であ るが,そ れには次 のよ うな諸困難があ る。第 ユに,米 国籍のテ
レビメー カーは1988年にRCAが トム ソンに買収 されて以 降,ゼ ニス1社 のみ
とな ってい ること。第2に,HDTV開 発 に必 要 とされ る基礎技 術において遅
れを とってい ること。第3に,HDTV開 発 には莫大 な投資が必要 とされ るが,
民生用電子機器であ るために投資収益率が低 くな ることが予測 され るこ と,で
ある。 したが って,連 邦政府は産業政策 を発動す る必要がある,とAEAは 主
張 したのであ る。
.ブ ッシュ共和党政権 内部で は商務省 とDAPPAがHDTV開 発 に積極 的で
あった。 モスパ ッカー商務長官 は1989年3月の公聴会 においてHDTV開 発を
就任 期 間中 の最 重要 課題 と.する とい う趣 旨の発 言 を行 って お りLの,NISTは
1990年に,商 業上有用 な技術の民間企 業 による開発 を支援す ることを 目的 とし
たATP(先 端技術計 画)を 通 じて デ ィスプレイ,高 速 データ処理技術な どの
開発 に資金援助 を行 ってい る。
9)本 稿 で ほ 産業 政 策 を,特 定 産 業 の.国内 企 業 の 競争 力 を よ り強 め る ため に資 源 を振 り向 け る ター






DAPPAは1988年に,デ ィ.スプ レイとデ ジタル信.号処理技術 の 開発 に3000
万 ドルを支 出す ることを決定 した。DAPPAがHDTV開 発 に積極的で あった
の は,そ れ が 国 防技 術 と強 い 関連 を持 って い た.からで あ っ た。 例 えば,
HDTVの 高解像度画像 システム技術 は戦闘機 のコ ックピ ット用デ ィス プレイ,
偵察用 カメラな どに応用す ることがで きる。
以上 の ような官民 双方でのHDTV開 発要求の高 ま りは,1980年代 後半か ら
HDTVだ けで はな く米国ハイ テク産業全般 の国際競 争力の低下が深刻化 して
きてお り,し か もそれが国防技術の外 国技術へ の依存 を もた らし,米 国の安.全
保 障上 も好 ま しくない とい う世論を背景 としていたU,。
しか し,ブ ッシ ュ共和党政.権内の 自由競争 主義派 はHDTV開 発のために産
業政策 を発動す ることに強 く反対 した。なぜ なら,ブ ッシュ政権 の科 学技術政
策 の基本が,連 邦政府に よる資金援助 は競争前段階の共通基盤的な研 究開発 に
限 り,製 品化 につながる応用.研究 は民 間企業 自身が行 うべ きであ るとす る点 に
あ っ たか らで あ るL2}。この観 点 か らAEAのHDTV開 発 計 画 を.みる と,
HDTVと い う特 定製品 の開発 を目標 に してお り,さ らに連邦政府 に求めた資
金総額が13億500⑪万 ドル と巨額で あったため に,そ れは ブッシュ政権 に とって
容認 しがたい ものであった。
そ して1989年10月に は議会予算局.が,HDTVは それほ ど巨大市場 を形成 せ
ず,AEAが 主張す る'ような米国ハ イテク産業への波 及効果 は過大評価 されて
い るとい う趣旨の報告 を発表 したi9)。
以上の ような政策論争の中で結局,AEAのHDTV開 発計 画 は日の 目をみ
なか ったqこ の結果 は,日 欧での官民共同 による開発 と好対照 をな してい る。
11)村 山裕 三 「ア メ リ カの 経 済 安 全 保 障 戦略 」PHP研 究 所,1995年。
12)同 上 脅,87ペ ー ジ。
13)詳 細 はCDngresgb酬Bu〔1geしOf6。e,TheScopeoftheHeghDefinitionTelevisionandit∫1観.





HDTVを 含 むテ レビシステムの開発 において は,製 品化 の前 に デジュアス
タ ンダー ドが設定されなければならない。 テレビ信号の伝 送に用 い られ る周波
数 は有限な資源であ り,各 国が ばらばらに使用すれば混信 が生 じるために,国
際的 な協定が必要 とされるか らである。 このための国際椎 関がCCIR(国 際無
線通信諮問委員会〉である。それ は,国 際連合の中の電気通信 に関す る専 門機
関であ るITU(国 際電気通信連合)の 常設機関であ り,無 線通信 の技術 およ
び運用 に関す る問題を取 り扱 うことを任務 と してい る。
後述す るよ うにHDTVに は大別 して2つ の規格が あるが,CCIRで は,ま.
ず ス タジオ規 格 の国際標 準化 が審議 された。 これは,HDTVに おい ては,現
在.のカラーテ レビシステムが抱 えている両立性の欠如 とい う技術 的問題 をな く
ず ことが放送関係者,番 組 制作者か ら強 く望 まれた とい う事情 を反 映 していた。.
両立 性 の欠 如 とは,世 界 の カ ラー テ レ ビシ.ステムが 日 ・米 な どのNTSC,
独 ・英 な どのPAL,仏 などのSECAM.とい う規格の異な る3つ の システ ム
に分 かれて い るた めに(表2),例 えば,日 米 のNTSCシ ステムで制作 され
た テ レビ番 組 をPAL,.SECAMシ ステ ムで放送 す ることが 不可能 にな ると
い う問題である。そのため,異 なるシステム問で国際的な番組交換 を行 う際 に












、HDTV(高品位 テレビ)の国際標準をめぐる規格競争 と米国の標準化政策 〔589)117
表3ハ イ ビ ジ ョン規 格 とユ ー レ カ規 格
ハ イ ビ ジ ョ ン ユ ー レ カ
走査線数 1125 1,250
画面縦横比 16:9 16=9
ブ イー ル ド





は方式転換 を行わ なければ ならないが,.それは画質を劣化 させ,さ らに放送局
に方式転換 のた めの コス ト負担 を もた らして いた。NHKが 世界 に先駆 けて
1960年代か らハ イ ビジ ョン開発に主導性 を発揮 してきた理 由は,こ の技術 的問
題 の解決 にあ った。
ここで ハ イ ビジ ョンとユ ー レカの技 術的 内容 をみ七お こう。HDTVに は大
別 してスタジオ規格 と伝送規格の2つ が あるρ前者 はフィー ル ド周波数,画 面
の縦横比(ア スペ ク ト比),走 査 線数な どテ レビ受像機 自体 の規格で あ り,後
者 は電波の使用周波数帯域の規格で あるbハ イビジ ョンとユー レカは両者 とも
現行 テ レビよ り高画質な次 世代 テ レビで あるが,表3か らもわかるよ うに規格
の要素技術に違いがあ った。さらに,導 入の仕方 も異な っていた。ハ イ ビジ ョ
ンで は基本的に現行 テ レビ受像機 との両立性(高 画質ではないに して も,現 行
テ レビ受像機でハイ ビジ ョン放送 を受信で きる)が 考慮 にいれ られ てい ないの
に対 して,ユ ー レカで411956年の 「衛星放送 に関する.指令」 に基づいて1992年
までに欧州全 体の衛 皐放送方式 をMAC規 格 で統....早し,そ の後,そ れ と両立性
を もつHD-MAC規 格 を導 入す る とい うアブ白「チを採 っていた(図1)。
2国 際標準をめぐる日欧メーカー問の規格競争
CCIRにお い てHDTVが 研 究 さ れ は じめ た の は,1972年に 日本代 表が






































格 の 国際標準 化の勧告 をま とめ るIWP11/6(中間作 業班)が 設置 され,1986
年CCIR総:会に向けた国際標準化の審議が開始された。
1986年総会で はハ イ ビジ ョンに よる国際標準 化が有力視 されていた。 とい う
の は,日 本代 表 はCCIRに おいて開発成果 を公表 して,ハ イビジ ョンに よる
国際標準化 の基盤 を整 えて きた し,ハ イビジ ョンが世界で 最 も技術的 に先進的
でかつ実用化に近か った ため,EBU.(欧 州放 送連 合)や 米 国の民 間団体,国





このこ とは日本 メー カーに とって次 のことを意味 していた。第1に ,ハ イ.ビ
.ジ ョンの国際的な普 及の条件 を拡大す ることであ っ.た.。他 国のシステムが異 な
る規格であれぼrハ イ ビジ ョンの普及 は日本国内に限定されて しまうため,世
界大 で輸 出市場 を確保す るため にはハ イビジ ョンに よる国際標準 化が必 要で
あ ったのであ る。 さ らに,世 界大での輸出市場 の確 保によって量産効果 を得 る
ことがで き,価 格競争力 の強化につながる。
第2に,特 許料収入 を確保す ることであ った。 日本 メーカーは従来の家電製
品の開発 におい ては欧米 メー カーか ら関連技術 を導入 して,製 品化せ ざるをえ
.ず,そ のため に特 許料 め支払 い を余儀 な くされ て きだ41。さ らに,欧 米 メー
カーが特許実施権 を渡 さなければ,そ の規格 に対応 した製品 を生産 ・輸出する
ことがで きなか っだ%し か し,ハ イ ビジョンは 日本独 自の技術 に基づ いてい
るため,国 際標準 にす ることがで きれば,特 許料収入 を確保で きる。
これ に対 して欧州代表 は1985年のCCIRの ス タデ ィグルー プの報告 書 にお
いて,ハ イビジ ョ.ンによ る国際標準化 から生 じる技術的問題への懸念 を表 明 し
た。第1に,欧 州の現行PAL,SECAMに おい て採 用 されてい るフ ィー ル ド
周波数 は50Hzであるため,ハ イ ビジ ョンの60Hzを採 用す れば,欧 州 の視聴
者 の利益 を守れない とい うこ と。 第2に,1986年の 「衛星放送 に関す る指令」
において1992年の市場統合 に合わせて欧州全.体の衛星放 送.方式 をMAC規 格で
統一す るこ ζを決定 して いるため,ハ イ ビジ ョンの伝送規格MUSEを 採 用で
きない と》 う趣 旨で あった。つ ま り,ハ イビジ ョンが欧州 のテ レビシステムと
技 術上,両 立性 を もた.ないことを主張 したのである。
これは,ハ イどジ ョンによる国際標準 化を阻止 し,規 格 の異 なる欧州独 自の
14)白黒 テレビの場合,日 本 メーカーはRCA,EMI,フ ィリ ップス と技術提携 ない し特許権 の
実施契約 を締結 していた。 カラーテ レビの場 合で も口才 メーカーの技術 開発力ば向上 していたが,
や は りRCAと 技術提携 を行 っている 〔平本厚 「日本の テ レビ産業 競争優位 の構造』 ミネル
ヴ ァ書房,1994年,23-24ページ及び95-96ペー.ジ),
15》PAL規格 に関する広範な特許 を所有 していたAGE一テ レフケン(独)は 日本 メー カーに特許
実施権 を供与 しようとしなか った。そのため,当 初,日 本 メー カ ・ーはPAL規 格 に対応 した テレ
ビ受像機 と関連機器を生産 ・輸 出す ることがで きなか った 〔同上書,135ペー ジ)、
ヨ
120(592).第161巻 第5・6号
HDTVシ ステ ムを開発 しよ うとい う欧州 メー カーの戦略 を反映 していた】5}。
ハ イ ビジ ョンが国際標準 となる ことは欧州 メー カー にとっては,特 許料支払い
を余儀な くされ ることか ら価格競争力 を低下させ ることにな り,世 界市場 をめ
ぐる日本 メー カー との競争 において不利 にな ることを意 味 していたか らで ある。
したが って,日 欧 メー カーはCCIRに おい て各 国政府 を媒 介 と した国際標
準 をめ ぐる規格競争 を行 な うことにな るのである。規格競争 とは,ほ ぼ同一の
機 能を提供す る製品 に関 して基本的規格が異なる複 数の製 品が存在す る場合に
行 われ る企業 間競争の ことであ り,標 準規格 は この規格競争 を通 じて決定 され
る1㌔ つ ま り,日 欧 メー カ.一間のHDTV開 発競争 は規格競 争で もあったので
あ り,国 際標準の地位を獲得するか どうか が 日欧メーカーにとって死活的な経
済 的意味 を もっていたのである。
両立性の欠如 と・い う技術 的問題 を解決 したいNHKは,欧 州代 表の譲歩 を引
き出すため に,ハ イ ビジ ョンで国際標準化 され るならば,ス タジオ規格 に関 し
て は特許料支払いを免除する とい う提案 を行 った。 この提案 は 日本 メーカーに
とって は,ス タジオ規格 に関す る特許料収入 を失 うが,伝 送規格MUSEに 関
す る特許料 収入の確 保を保証す る ものであ った し,欧 州代表 と対立 を続 けるよ
りも,若.一Fの譲歩によって1986年総会での国際標準 化を確実 にす るほ うが世界
大での輸出市場 を確保で きる点で望 ま しい,と 思われた。
しか し,欧 州代表 はこの提案 を受 け入れず,次 回総会(ユ990年〉 まで標準 設
1定を延期 するこ とを要請 したため,1986年総会においては標準設定 はなされな
か ったのである。 その後,欧 州 メ.一カーは1で みたよ うにユ ー レカ95プロジェ
ク トの下で急速 にユ'一レカ開発を進め,1987年の中間会合で はハ イビジ ョンに
対抗 してユ ー レカを提案 したのであ った。
ヨ
曇
16)こ の よ うな 欧 州 メ 一 方一 の 戦 略 は,カ ラ ー テ レ ビ開 発 に.おけ る フラ ンス 政府 の政 策 と同様 な も
ので あ っ た.フ ラ 詫 ス政 府 は 自 国 テ レ ビ メー カ ー 育成 の た め に,RCAが 開発 したNTSCを 裸
馬 せ ず.SECAMと い う独 自規 格 を 開 発 し た(R.7.Crane,1わ`ガ誼 ∫呼1ηf㎝'αfピ棚 α1∫f岬山 冠'
FruncaandtheCbdnrTVWar,Nocwood,NewJersey;ABLEXPublishingCorporation,1979)。





の標準化政策 に関 しては国務省が担 当 してい る。国務 省の標準化政 策は,EI
A(エ レク トロニ クス産業協 会),SMPTE(映 画 テ レビ技術 者協 会),IEEE
(電子 電気技術 者協会),NAB(全 米放送協会),NCTA(全 米有 線協会)に
よって1982年に設立 されたATSC(次 世代 テ レビシステム委員会)の 勧告 を受
けて決定される。
ATSCは1985年にハ イビジ ョンを支持す るよ う国務省 に勧 告 した。 この勧
告 の背景は次 のよ うな ものであ った。第1に,EIAを 通 じた 日本 メー カーの
ハ イビジヲン支持要求で あった。米 国は主要テ レビ市場であ るため,ATVス
タジオ規格 のハ イ ビジ ョンによる標準 化は普及 の条件 を広 げ,欧 米 メー カー.と
の競争優位 を確保す る上で必要であ った。EIAはAEAと は異な り,日 欧企
業が主 要メ ンバ ーとなってい る米国内のエ レク トロニ クス企業の業界団体であ
るため,日 本 メー カーはEIAを 通 じてATSCの 決定 に影響力 を及ぼ そう と
したので ある。
第2に,SMPTEを 通 じた番組 制作,映 画 など米国 メデ ィア産業 のハ イ ビ
ジョン支持要求であ った。米 国メデ ィア産業 は世界各国に ソフ トを輸 出.してい
るが,現 在の世界の カラーテ レビシステム間に両立性が欠如 しているこ とか ら,
方式転換の コス ト負担 を要 していた。米国 メデ ィア産業に とってハイ ビジ ョン
による国際標準 化がなされれ ば,方 式転換の必要性がな くなるなるためコス ト








行 のテ レビ ・ビデ オ用 に方式転換す る場合 には画質の劣化が生 じるが,ハ イビ
ジ ョンのアスペク ト比 は35mmフィルムと同様の16:9で あ るため,そ れ を防
ぐこ とがで きる19)。こ うした米国 メデ ィア産業 の要求 を代表 していたSMPTE
は,.1970年代後半か らハ イビジョンにつ いて の研究 を開始 し,1985年2月には
ハイ ビジ ョンをATSCと 国務省 に推薦 したのであ る。
ハイ ビジ ョンを支持す るATSCの 勧告 を受 けて,国 務省 は1986年CCIR総
会において日本,カ ナダと共にハイ ビジ ョンを国際標準 と して提 案 した。 且で
叙述 したよ うに,こ の総会では欧州代表 の反対 によ り国際標準化はなされず,
1990年総会 まで決 定が延期 され ることになったが,1987年にはSMPTEが ハ
イ ビジ ョンをATVの ス タジオ規格 として制定 し,1988年1月にはATSC,
同年10月にはANSI(米 国規格協 会)が それ を承認 してい たた め,国 務省はハ
イビジ ョンの支持 を続 けた。
2独 自規格開発への政策転.換
ところが,1989年4月にANSIFt,ハイビジ ョン支持 を見直 し,1989年5月
にはATSCも これ まで の決定 を白紙撤 回 し,次 々回(1994年)のCCIR総会
まで国際標準化の最終決定 を遅 らせ ることを国務省 に勧告 したので ある。 これ
らの背景 は第1に,米 国ハイテ ク産業 に よる独 自規格 の開発 要求 の高 ま りが
あった。 米 国ハ イテ ク産業 はHDTVO業 政 策論争 の際 日欧 メー カー との
HDTV開 発競 争 は規格 競争で もある ことか ら,独 自規格 の開発 を連 邦政府 に
求 めていたので ある。例 えば,1989年のHDTVの 規格問題 に関す る公聴会 に
おいてレAT&Tエ レク トロ.ニクス(AT&Tの 半導体部 門)はDAPPAに
よ.る.3000.万ドルの資金援助 はHDTV技 術 の開発に効果 的で はあるが額 として
は不十分で はあ ることを述べた うえで,次 のような発言 をしてい る。




「しか し,米 国 による包括 的な標準化政策が採 られないな ら,い くら資金
をつ ぎ込 んで も効果 はない。標準化 政策 こそが連邦政 府 に相応 しい リー
ダー シ ップであ る2㌔」
「(外国 メーカーは米国 の独 自規格 に適応 して くるためにゲ規格 は長期 間
に渡 る競争優位 を.うえる.ことはないが,最 初に競 争するフ ィール ドの レベ
ル を助 ける。 このため,規 格の戦略的経済的影響 が考慮 され なければ なら
ない2%」
第2に,米 国地上波放送局がハ イビジ ョン導入に反対 してい たことであ る。
その理 由は次 のよ うな ものであ6窄 。ハ.イビジ ョンは衛星放送方式 を用いてお
り,地 上波放送が不可能であ った こと。.また,そ の導 入には従来の放送設備を
更新 して新た な設備投資が必要 とされる一方,受 像機が高価格 にな ることが予
想 され,視 聴者への広範な普及が疑 問視 され ること,で あ った。全米の2つ の
主 要な放 送業界 団体 であ るNABとAMST(地 方放送局 の業界固体)は1987
年 のSMPTE,1988年のATSCの ハイ ビジ ョン支持 に対 して反対の意 向を示
していた し,1989年3月にはNANBA(米 ・加 ・墨 の放送業界 団体)が1990
年CCIR総 会 において国際標準化するべ きで はない と主張 していた。
民 間団体でのハ イビジ ョン支持見直 しの動 きを受 けて,.国務 省は1989年5月
のCCIRの 特別会合 において,ATSCの 勧告 に従 った行動 を採 ったのである。
この ことは,国 務省が事 実上,ハ イビジ ョン支持 か ら独 自規格 の開発へ政策転
換 した ことを意味 していた。
3国 際 標 準 を め ぐ る 規 格 競 争 の 帰 結
1989年 時 点 に お い て ハ イ ビ ジ ョ ン に よ る 国 際 標 準 化 は,欧 州 代 表 の 徹 底 的 な
ハ イ ビ ジ ョ ン 拒 否 ,ユ ー レ カ の 急 速 な 開 発 と い う 状 況 下 で,不 可 能 に な り つ つ
.20)U.S.〔h・g・ess,House,5・b・㎝mitt…nI・t・m・ti。・・ISd・ti6・C・。perati・n,Hearing,"High




あ った。 こうした 中で,.国務省が標 準化 政策 を転換 させた た めに,日 本 メー
カーは強力な支持勢力 を失 うことにな り,ハ イビジ ョンによる国際標準化 は一
層困難 にな って しま った。
そ こで郵政省は共通画面方式 とい う妥協案によ って国際標準化 を図ろうと し
た。 この提案 は,ス タジオ規格 の要素技術の内,有 効 走査線数 のみ を1080本に
統一 し,そ れ以外 につ いては各国の 自由 にす るとい うもので あった。
この提 案は 日本 メーカーに とって,ハ イビジ ョンの有効走査線数 を1035本か
ら1080本に変更 しなければ ならないが,ハ イ ビジ ョンのス タジオ規格 の骨格 を
ほぼ維持 で き,世 界大で の輸出市場 を確保す ることを意味 していた。 日本 メー.
カrに はハ イビジ ョン開発で培 った生産技術 の蓄積があるため,共 通画面方式
にも容易に対応で きたので ある。
しか し,こQ提 案 も欧 州代 表の反対 を受1あ1990年CCIR総会で はハ イビ
ジ ョンとユー レカ双方 の規格が総会の勧告において認 められ,米 国は独 自規格
を選考 巾 とい う形で 決着す るこ とに なった。 さ らに,1992年のCCIR会 合で
は伝 送規格 において も'MUSEとHD-MAC双 方が認 められることになった。
つ ま り,HDTVに おいて も白黒.・カ ラーテ レビの場合 と同様,日 本 ・欧州 ・
米国で規格 の異なる.3つの シス テムが併存する ことにな り,両 立性 の欠如 とい
う技術 的問題 は解決 され なか ったのであ る。
他 方,こ の帰結 は,欧 米 メー カーが 日本メーカ「の国際競争力 を削 ぎ落 とす
ことに成功 し,ハ イ ビジ ョンによって国際標.準化 が行 われ る場合 よ りも有利 な
競争条件 を確保 した ことを意味 してい る。なぜな ら,日 本 メーカーは欧州 ・米
国市 場で はそれぞれの規格 に対 応 したHDTVを 開発 ・生産せ ざるをえず,ハ
イビジ ョンの普及 は 日本国内 に制限 されたか らである。つ ま り,欧 米の独 自規
格が 日本.メー カ ーのハ イ ビジ ョン普及に とって非 関税 障壁 となるのであ る。さ
らに,日 本 メ「カーは欧米.メー カー に特許料 支払 いを余儀 な くされ るためであ
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ダ.一ドを設定 しようとしていることである。次稿では,こ の第2段 階の政策展
開を分析 し,その経済的意味を明らかにしたい。
